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１．瀬戸内海地方の定義と「１９世紀」
まず，空間的定義から始めよう。瀬戸内海地方をどう定義するかは，易しい
ようだが意外に困難である。１つは法律（領海法）で定められた地理的範囲，
つまり東は和歌山県日ノ岬灯台と徳島県蒲生田岬を結ぶ線より北西，西は関門
海峡および愛媛県佐田岬と大分県間崎を結ぶ線より東，という規定に従うこと
である。しかし，この規定によって「瀬戸内海地方」を考えると，沿海部の府
県境と一致しないため，諸統計の獲得が困難になる。もう少し縮め，紀伊水道・
大阪湾を除き，明石海峡・鳴門海峡・関門海峡・豊予海峡を境界とした内海と
して見ても事情は変わらない。しかし，地域をこのように仮定し，その範囲の
内海に注ぐ河川流域，島嶼とするのが妥当な範囲であろう（本稿では，これを
定義とする）。
しかし，このような定義をしても，実際に「瀬戸内海地方」を対象として検
討する場合，大部分の歴史統計資料は，「国」・「県」単位であり，市町村単位
の統計は明治維新以降の静態人口くらいしか得られない。「国」を単位とする
と，以上の地理的範囲には，淡路・播磨・備前・備中・備後・安芸・周防・長
門・豊前・豊後・伊予・讃岐・阿波の１３カ国が含まれる（本稿では，これを
定義とする）が，長門・豊後・阿波の３国は，その海岸線の過半が内海に含
まれない。また，十州塩の名で銘柄となった塩の産地は，以上の１３カ国から，
淡路，豊前，豊後を除いた１０カ国であり，本稿ではこれを定義とする。こ
の１０カ国を基本とし，瀬戸内海に面する海岸線の多寡により，阿波の代わり
に豊前を含めた１０カ国を定義とする。
「県」を単位とすると，兵庫県・岡山県・広島県・山口県・福岡県・大分県・
愛媛県・香川県・徳島県の９県（本稿では定義）が含まれるが，兵庫県・山
口県・福岡県は北側が日本海に面し，徳島県と大分県も南部は内海外である。
「県」を単位とした狭義の「瀬戸内海地方」は，岡山・広島・愛媛・香川の４
県（本稿では定義）に絞られてしまうが，兵庫県，山口県，大分県のかなり
の海岸線は瀬戸内海に面している関係上，これを含める７県となる。
しかし，人文的には大阪を無視して「瀬戸内海地方」は語れない。そうする
と，大阪府や摂津国，場合によっては和泉国も含めなければならない。という
わけで，「瀬戸内海地方」の地理的範囲を確定することは容易ではない。やむ
を得ず，本稿では，場合に応じて以上に示した諸定義を使いわける事にする。
なぜ，こういうことにこだわるかというと，本論文で利用する歴史統計の地
理的範囲に関わってくるからである。「瀬戸内海地方」の統計は，既存のもの
はなく，新たに作成しなければならない。「国」を単位とした統計と，「県」の
それとでは地理的範囲が異なってしまう。岡山県は備前・備中・美作３国から
なるが，国を単位とした場合，美作は海に面していないので，含まれない。し
かし，「県」を単位とした統計では，旧美作国も含まれてしまうし，自然地理
の上で，広島県北部は，日本海に注ぐ河川流域が含まれる。しかし，これらは
無視して，岡山県・広島県全域を瀬戸内海地方に含めざるを得ない。結局，最
初から「瀬戸内海地方」を厳密に定義して観察・分析を進めるのは資料との整
合という点で問題が多いので，場合に応じていずれかを選択するのが最適な方
法という事になろう。
次に「１９世紀」という時間的定義である。時期を１９世紀と限ったのは，通
常，日本史上の時代区分として「近世」と「近代」が用いられ，明治維新とい
う政治上の事件がその区分の指標となっているのに敢えて挑戦をしたいからで
ある。もちろん歴史上，明治維新の持つ意味を軽視するわけではない。しかし，
政治制度の変革はあったにしても，そこに生きていた人々にとっては，「近世」
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のなかに「近代」が芽生え，「近代」のなかに「近世」を多く引きずっていた。
たとえば，「近世」大坂の造り出した市場構造は，他のどこから模倣された
ものではない。しかし，米市場における取引の仕組みは，今日の株式市場とな
んら変わらない。１７３０年，幕府公認により設けられた堂島米会所は，世界最
初の先物取引市場であった。両替商の行った為替業務は今日の銀行業，隅々の
農村に広がった「講」は信用組合業と考えていいだろう。だいたい「寛永通宝」
の大量鋳造により，どんな僻地にも貨幣が流通するようになり，金・銀の本位
通貨や補完通貨としての藩札によって，どんな僻遠の地でも貨幣が使われるよ
うになり，「物価」や「賃金」が成立した。
今日の義務教育制度こそなかったが，貨幣がゆきわたり，商品経済が日常化
すると，「読み書きソロバン」の実務が必要となる。これを教える「寺子屋」が
教育機関として多くの村に成立し，子どもたちは数年間通って基礎知識を身に
つけた。瀬戸内海地域に関して言えば，教育に熱心な岡山藩主池田光政は，庶
民も学べる「閑谷学校」（岡山藩）を早くに開き，大坂商人は自費で「懐堂」
を設け（１７２４），商人の持つべき儒学の知識と素養を教えた。さらに，幕末近
くには，岡山出身の緒方洪庵が大坂に適塾を開き（１８３８），全国から多数の蘭
学習得者を集め，塾出身者は近代日本の建設者として大きな役割を演じた。こ
の塾の存在自身が，「近世」と「近代」の連続性を物語っている。豊後国日田
の廣瀬淡窓によって開かれた「咸宜園」も，瀬戸内海地方西端の私塾としてい
いだろう。さらに，豊前国杵築に住み，自身の観察と思索によって同時代のア
ダム・スミスと同じ結論 ―― 価値は労働より生ずる ―― に達した三浦梅園
も，瀬戸内海地方の産んだ知性の一つである。そう云えば，多くの農書を世に
問うた大蔵永常も豊後国日田の出身で，３０歳前後に大坂へ出て活動を始める
ので，瀬戸内海地域出身者の一人と見る事も出来る。何よりも長州藩の下級武
士たちは瀬戸内海育ちだった。
これらの教育機関は，中央政府の命令で得られたものではなく，その地の識
者によって自主的に開かれた事が注目される。個人にしても，みな，後年の福
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澤諭吉（同じく瀬戸内海地域出身者と言える）の言う「独立自尊」の人材で
あった。
また，瀬戸内海地方に縁の深い例として，大坂に生まれ，広島藩を脱藩し，
江戸や九州を回り，京都で書き上げられた頼山陽『日本外史』（１８２６）を挙げる
事が出来る。名文をもって広く読まれ，勤皇思想に影響を与えたが，同時に彼
のように，自由人ともいうべき行動をこの時代が生んでいる事に注目したい。
文化の面で，見落とす事の出来ないのは書籍の出版である。大部分は，時代
順に京都，大坂，江戸の版元であったが，儒学書はもとより，多数の農書が出
版され，文字を通じて各地の農業発展に寄与した。江戸時代が「農書の時代」
と呼ばれるほど，多くの農業書が出版され，出版されなくても書き写されて全
国に広がった。中には海外でその地の言葉に翻訳されたものもあったほどであ
る。１）
もう一つ強調したい事は，江戸時代に広がった地図の出版である。日本の全
土，あるいはある地方を描いた地図は，もちろん近代測量学によるものではな
かったけれども，住民達は自分の住む場所の位置を知り，今までなかった空間
情報を与えられた。人々は自分の住む場所の相対化を通じて，「空間」を知っ
た。日本全国の地図は，１６９１年の『日本海山潮陸図』である。地理学的には
正確とは言えないが，ヨーロッパに渡り，銅版図の原典となっている。２）１７７８
年刊の長谷川赤水『新刻日本輿地路程全図』は，赤水図と呼ばれるが，緯度・
経度を入れ，日本の地形もかなり正確なものである。１０里を１寸とする縮尺
で作図され，長崎を通じての知識に基づくとは言え，常陸の一貧農の家に生ま
れた彼自身が，２０年の歳月を費やして完成させた達成である。瀬戸内の島々
は勿論，内陸部も描かれて居り，伊能図のような正確な測地図ではないが，手
頃な日本地図として明治まで版を重ねた。３）
国別地図においては，公式には国絵図が慶長・正保・元禄・天保年間，幕府
の命により諸大名が作成提出した。一国内の村々を藩領ごとに着色してある大
部なもので，実際に市井の書律で販売されたわけではない。私版としては江戸
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時代の中ごろから国別の地図の作成・販売が行われるようになった。『摂津国
名所大絵図』（１７４８），『播磨国細見図』（１７４９）に始まり，全国の国別地図が作
成されるようになった。４）これらの国別地図を１巻にまとめた『国郡全図』は，
尾張国の市川東谿であり，１８２８年に刊行された。５）さしづめ今日の分県地図帳
であり，この時期ともなると，その需要があった事を物語る。
世界地図になると，この時代初期には国外から輸入されたり，屏風絵に描か
れたりしていたが，１８世紀後半になると，「世界図」，「万国全図」等の表題で
刊行され始めた。長久保赤水は世界地図においても，「世界ハ丸キモノ」で始
まる説明で，図と世界地理の概略を述べ，地球を楕円形に示し，かなり実際に
近い形状で描いている「改正地球万国全図」６）（天明期－１７８０年代－刊）。跋文
に原図は萬暦２９年泰西より明にもたらされたと出典を明らかにしている。ま
た，司馬江漢は，「地球図」（１７９２）において地球を２つの球形に分け，一方に
南北アメリカ，他方にアジア・ヨーロッパ・アフリカを配してオーストラリア
以外は，現在でも通用するような図を銅版画として作成した。高橋景保の「新
訂萬国全図」（１８１０）になると，地形はほとんど現在の地図近くになり，製図
技術が大いに発達した事を示している。こういった日本地図や世界地図に接し
た当時の人々は，日本の姿をどのように受け止めたのだろうか。日本が，アジ
アの東端から少し離れた小さい島国であるという，隠しようのない事実がもた
らしたインパクトは，幕末開港へ向かう底流となったのではなかろうか。
瀬戸内海の航路図は，風絵が２点知られている。７）そのうち「海瀬舟行図」
（１６８０年作）は，海底の状態，潮の流れ，航路を決める際に必要な目標（山頂
など）が書き込まれ，実際の航海に当っての留意事項が詳しく書かれている。
瀬戸内海を往来する舟は，こういった航路図を写して持っていたものと思われ
る。
いずれにしても，旅行案内書や，各地の名物一覧案内も出て，人々は大いに
旅の楽しみをそそられ，大勢の人が道にれた。外国から来た人たちが，この
ような状態に一様に驚いている。もちろん危険は全くなかったわけではない
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が，平和の続くこの国では，女性さえ旅に繰り出し，名産を口にして，大いに
笑いころげただろう。
こういった状況を知ると，筆者は，「近世」を early modernと訳すなら，近代
（modern）との連続性の強い時代としての意味を重視すべきであると思ってい
る。もちろん，歴史の変革は，一挙に何もかもが変化するのではなく，とくに
社会の基層部はゆっくりとしか変化しない。いつからが early modern時代かと
問われても曖昧な返事しかできないが，江戸時代はそれを準備し，近代と名付
け得る状況を期せずして生み出した時代，とする事はできるだろう。「１９世紀」
という時代区分は，もちろん日本の歴史とは全く独立に存在する。１９世紀を
日本史に機械的に当てはめれば，初め３分の２が江戸時代，残り３分の１が維
新以降の明治時代になる。これを統一して見る事は，通常の日本史の時代区分
にとらわれず，本格的な工業化・都市化を開始する直前の時代の日本史を通し
てとらえることになり，１つの見方として許されるのではないかと考え，本稿
の表題とした。
２．瀬戸内海地方の自然環境
ここでは瀬戸内海地方が，如何なる自然環境を有していたかを示すことにす
る。一般に，瀬戸内海地方は気候が温暖で，降水量も少なく，自然環境に恵ま
れていると言われている。そこで，実際，月別に気温・日照時間・降水量を
とって日本の他の地点と比較してみよう。出典は最新の『理科年表』８）による
が，まず気温をみると，岡山・広島・大分・松山・高松の年平均気温は，
１６．２℃ から１６．５℃ の間にありほとんど差がない。この事は「瀬戸内海地方」
が，年平均気温の上で１つの地域を構成している事を意味する。図２－１は，
瀬戸内海地方の事例として岡山と松山，それ以外に，青森・東京・金沢・鹿児
島の毎月の平均気温９）を加えたレーダー図である。平均気温に限らず，現在観
察し得る気候の諸指標は，数百年間大きな変化はなかった，という仮定を置い
ている。
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図に見るように，夏期７月・８月の温度が高いのが目立っている。また，冬
期は，松山がやや岡山より温暖であるが，ほぼ同様のレベルで平均５℃ 以下
にはならない。日照時間についてみると，瀬戸内海地方は年間２，０００時間以上
（銚子：１，９６０時間，福岡：１，８５７時間）であり，図２－２に見るごとく，瀬戸
内海地方は相対的に日照時間は長いのである。
図２－３の月別降水量を見ると，瀬戸内海地方は線で囲まれた面積（年間降
水量）が最も少なく，梅雨期に突出する鹿児島や，冬期に突出する金沢のよう
に，特定の時期に降水量が多くなるということがない。
また，最高気温，最低気温，一日降水量，一時間降水量，最大風速を経験し
た全国１０位までの観測地点は，瀬戸内海地方は１つも含まれていない。つま
図２－１ 月別平均気温（℃）
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り，瀬戸内海地方は，比較的温和な気象条件に恵まれていたこと，夏季こそや
や暑いが，降水量は少なく且つ日照時間が長いので，乾燥している ―― つま
り自然に恵まれている ―― 事を知るのである。
自然地理に移ると，瀬戸内海地方には大河川がない。流域面積順にみた日本
の河川のなかで，瀬戸内海に流れ込む最大の河川は，２３位に高梁川（流域面
積：２，６７０平方キロ，流路延長１１１キロ）で，次に３０位の吉井川，３７位の旭
川（河口いずれも岡山県），３９位の太田川（河口：広島県），４４位の大野川（大
分県），５０位の肱川（愛媛県）が高位５０位以内に入っているくらいである。
このことから，平坦地は，いくらか広い播州平野，岡山平野・福山平野・広
島平野，大分平野・讃岐平野で，あとは内陸の中小盆地という，小平坦部が散
図２－２ 月別日照時間（hs）
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在していることが分る。
ところが，１つだけ瀬戸内海特有の注目すべき「自然」がある。それは，潮
汐の干満の差である。日本の沿海部における干満の差をみると，瀬戸内海中央
部（水島・尾道・広島・松山）では大潮のときには２．８メートルにも達する（太
平洋に面したところでは１メートル前後，日本海沿岸ではほとんどない）。し
ばしば瀬戸内海をヨーロッパ・アフリカの地中海になぞらえられるが，たしか
に海路によるヒト・モノ・文化の伝播により，沿岸地域の文化的・物的発展は
早くから著しかった。しかし，両者の間には大きな違いが２つある。第１は広
さで，瀬戸内海は，大阪湾・紀淡海峡部を入れても，地中海の約１パーセント
にしか過ぎない。第２は，意外に思われるかもしれないが，地中海には潮の干
図２－３ 月別降水量（mm）
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満がほとんどない。瀬戸内海には表２－１に見るように，太平洋や日本海に面
した地域より遥かに大きい干満があった。後述するように，このことを利用し
て瀬戸内海地方には揚浜式の塩田が発達したのである。
と同時に，干満の絶頂時における潮の流れの早さは，他に類例を見ないほど
で，現在でも，鳴門海峡の潮流は観光資源の１つとなっているし，古くは壇ノ
浦における平家滅亡の哀話となった。
瀬戸内海には島嶼が多い。その数約３，０００と言われている。これに加え，現
在ではかなり破壊されてしまったが，白砂青松の海岸は古来風光明媚の地とし
て知られ，国際的にも喧伝されてきた。外海と違い，波穏やかで，仮に風浪が
高くなっても避難港に事欠かない。現在多くの大型から中小の造船場が集中し
ているのも，こういった事情が影響しているものと思われる。
帆船時代，瀬戸内海航路は，日本最大の物資輸送路であった。遠くは蝦夷地
や，奥羽・北陸地方の物資も，日本海から関門海峡を通過し，瀬戸内の港に寄
りながら大坂の市場に運ばれた。近世のごく初期には，それらの地域の物産は，
敦賀・小浜で陸揚げされ，峠を越えて琵琶湖沿岸に運ばれ，水運により京都・
大坂にもたらされていた。しかし，重量があったり，容積のあるものを運ぶの
にはこのルートは適して居らず，１７世紀後半に「西廻り海運」が開発される
  
松 山 ３．３ ０．５ ２．８
尾 道 ３．５ ０．５ ３．０
高 知 １．６ ０．３ １．３
浜 田 ０．５ ０．２ ０．３
ナ ポ リ ０．４ ０．１ ０．３
表２－１ 潮位（メートル）
：大潮時の平均満潮位
：大潮時の平均干潮位
：－（筆者計算）
出典：国立天文台編『平成２４年理科年表』p．６１７
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と，「北前船」は上述の地域の物資を直接大坂に運ぶようになった。その結果，
大坂には西日本ばかりでなく，ほとんど全国の物資が集まり，まさに「天下の
台所」となったのである。
もう１つ，地質をみると，この地方には火山がなく（最も近くに，大山（鳥
取県），九重山（大分県），阿蘇山（熊本県）があるが），土壌は砂地が多い。
関東地方のように粘土質の黒土ではないので，木綿やサトウキビの栽培に適し
ている。これらの自然地理上の特徴は，意識的であれ，無意識的であれ，そこ
に住む人々によって生かされていた。われわれがこの地域に感じる「豊かさ」
や「明るさ」は，そういった人々が「地の利」を生かした営為の結果に他なら
ない。
３．人 口
１．総人口と人口構造
瀬戸内海地方の人口史を述べる際，最初に弁明しなくてはならないのは，こ
の地方に，少なくとも現時点で，他の地域に見出されるようなミクロの人口史
料（宗門改帳のように，戸籍簿型で，村や町を単位として作成され，そこに住
む家族や世帯の構成が記録されている）がほとんど発見されていない事であ
る。史料存在の情報を得て，喜んで行ってみると，記録されている個々人の年
齢が記録されていなかったり，要するに，幕府の方針とは異なる自分の領地の
調査を，それぞれの方式によって行っていたからでもある。但し，これはあく
まで現時点での事であって，今後良質の史料が，あちこちで発見されれば，他
の地域について行った歴史人口学的分析が可能になるだろう。現在までに，勿
論，ミクロ史料を代表する宗門改帳のいくつかや，長州藩独特の「戸籍」（と
じゃく）を用いた研究がないわけではないが，１０）それらを一括して「瀬戸内海
地方の歴史人口学」とするには余りにも事例が少ない。ここでは，むしろマク
ロの人口史料を多用して，１９世紀におけるこの地方の人口の変化，引き出し
得る限りの構造や内容について述べる事にする。
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江戸時代，８代将軍吉宗は全国の土地・人口・物産の調査を行った文字通り
中興の祖であるが，とくに享保６年（１７２１）に始まる全国国別・男女別人口調
査は貴重な数量統計である。ただし，この調査は全国統一された方法，様式に
よったわけではなく，それまで各大名・代官が行ってきた方法でよろしい，と
いうことであった。第２回は享保１１年（午年）で，それ以降は子の年と午の
年，６年に１回ずつ行われ，幕府のもとで全国集計されたが，現存する最終年
は，弘化３年（１８４６）である。
この人口調査には，まず原則的に武士階級が含まれていないこと，調査対象
が各大名の裁量に任されたため，ある年齢以下の子どもが含まれていなかった
り，要するに絶対値として利用することはできないのである。最終年の全国人
口は２，６９１万人で，２６年後，明治５年の３，２９４万人との間に６００万人の差が
ある。戸籍簿による明治政府のこの調査数も過少であるとして後に修正され，
３，４８１万人に修正されたから，その差は約８００万人に広がる。この間に人口増
大はあったとしても，これほど大きなものであったとは考えられず，要するに
江戸時代の史料に記録された人口が実際より少なすぎるのである。
しかし，地方ごとの調査法が一定であるとすれば，それぞれの地方の人口変
動の指標としてなら用いることができるし，とくに同一の大名の領地ならば，
調査対象・方法に変化はなかった可能性が高いので，以下江戸時代後半の瀬戸
内海地方１０カ国の人口趨勢を見ることにする。図３－１は，１７９２－１８４６年に
おける瀬戸内海地方１０カ国（定義）の人口変動を示した。
資料が得られず，等間隔ではない事に留意しなければならないが，この半世
紀の間，ほとんどの国で人口に大きな変化はなかった。しかし，注意してみる
と，瀬戸内海地方東部の播磨・備前という隣り合った２つの国で人口は微減し
ている。これに対して，増大の著しい国は，伊予，安芸（天保危機にさいして
の減少は最も大きいにも拘らず），周防で，いずれも瀬戸内海地方の西部に位
置し，残りの国は微増している。なぜ同じ瀬戸内海地方の東部と西部で，１９
世紀前半の人口趨勢に相反する傾向が見られるのか，今後解決すべき課題であ
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る。１つの可能性は，大坂や京都という巨大都市の存在で，これらの都市が播
磨・備前の人口を吸いこんでいたと考えられないだろうか。１１）
また，比較のため，定義による瀬戸内海地方の人口総数と，奥羽地方（陸
奥国＋出羽国）の人口趨勢を示した（図３－２）。図に示したように，両地方
とも長期的には人口は増大傾向にある。しかし，天保危機の影響は奥羽地方の
方が大きく，最終年の規模には達せず，１８世紀末の水準をかに越えるてい
どである。これに対して瀬戸内海地方は，天保危機直前のピーク時の水準近く
にまで回復している。明らかに天保危機の影響は，瀬戸内海地方ではより低
かったのである。
現在，手にし得る最終の幕府国別人口調査は，弘化３年（１８４６）のものであ
る。次の調査は嘉永５年（１８５２）の筈であり，事実この年に藩内の人口を調査
し，報告した形跡もあるが，仮に全国から幕府に調査結果が届いていても，嘉永
６年（１８５３）のペリー来航により，幕府の行政は一挙に繁忙となり，全国人口
図３－１ 瀬戸内１０か国の人口趨勢
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の集計は実現しなかったものと思われる。以後，日本全国の人口数は，維新後
の明治５年（１８７２）の集計まで，記録のない「空白の四半世紀」１２）を迎える。
その間，廃藩置県（明治４年７月－旧暦－発令）以前には，旧藩時代の人口
史料，たとえば宗門改帳や村明細帳が作成され続け，江戸時代の延長として数
年間の人口をうかがうことが出来る藩もある。１３）また，「藩」や「国」によって
は，その範囲内で新しく人口調査がなされたところもあった。
しかし，維新以降の全国人口は，明治５年に始まる壬申戸籍によらざるを得
ないのである。なぜこのような表現をするのか？ というのは，日本の統計学
の祖と呼ばれる杉亨二が，幕末期に蕃書取調所に勤める頃から，すでにヨー
ロッパの統計学や国勢調査について知るところあり，幕府が静岡藩となった時
期，テスト的な調査も行っていた。１４）明治政府に呼ばれ，出仕したところ，戸
籍による人口統計作成を命じられ，「戸籍作成」と「人口調査」は別の事だ，
として席を蹴って去ってしまった，という事件があった。確かに，壬申戸籍書
式と，杉が，明治１２年１２月３１日現在の『甲斐国現在人別調』とでは，記入
図３－２ 人口比較：奥羽と瀬戸内
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の原則，内容が異なり，当然結果も異なっている。１５）杉の先見性は明らかであ
る。杉が使わなかった壬申戸籍を統計の基礎にするのは，折角杉によって打ち
建てられた日本の統計学を否定しかねない事になる。筆者が，ここで，壬申戸
籍に基づく統計を利用するのは，苦渋の選択というか，他に拠るべき統計が存
在しない，という理由からであることを弁明しておきたい。
ともかく，壬申戸籍編纂後，明治５年（１８７２）の全国人口は，『日本全国戸
籍表』として明治７年２月，戸籍寮より発表されている。全国人口を族籍，戸
主と家族，男女別に記し，年齢別もほぼ２０歳刻みで記載している。全国人口
数は，３３，１１０，８２５人であるが，１６）後に，調査漏れがあるとして，昭和５年，内
閣統計局が推計を行い，３４，８０６，０００人という結果値を得て，以後専らこの数値
が用いられている。１７）
以後，ほとんど毎年人口数，とくに明治１２年以降は府県の下位区分である
「郡」・「区」別の人口が，翌１３年からは，出生・死亡，７年未満，７年以上，
２０年以上，５０年以上，８０年以上という年齢区分を附して発表されている（内
務省戸籍局『日本全国戸口表』）。
明治１９年１月１日調べの『日本全国民籍戸口表』になると，「現住人口」と
いう項目が追加され，さらに同年１２月３１日調べの『戸口表』では，各府県ご
とに，男女別，生年１年刻みで「本籍人」（「有配偶」と「無配偶」別に），「無
籍在監人」，「合計」が書かれ，「現住人口」は別表になった。
従って，特に「現住人口」という断りのない限り，全国道府県・郡市（区）
別人口はすべて「本籍人口」である。しかし，注意しなければならないのは，
ここで用いられている「現住人口」も，今日の概念とは異なり，本籍人口から
「出寄留」人口を引き，「入寄留」人口を加えたもので，各役場における机上計
算の結果である。出寄留とは，本籍地を離れ９０日以上本籍地以外に居住する場
合，役場に届け出て，「出寄留」扱いとし，出寄留者は，寄留先の役場に届け出
て「入寄留」とする制度で，戦前まで続いた。人口移動が少ない場合は「本籍
人口」と「現住人口」の間に大きな違いはないが，移動が激しくなると，その
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差は大きくなる。それは，寄留先で再び移動する場合，元の役場に届けないの
が慣例化してしまったので，「現住人口」は次第に「本籍人口」を上回り，「入
寄留人口」は「出寄留人口」と等しいはずなのに，「入寄留人口」が常に「出
寄留人口」より多くなってくるのである。
こういったことを考慮に入れると，このような内容を持つ国勢調査以前の
「現住人口」については，慎重な取り扱いが必要になる。図には，「瀬戸内海地
方」（定義）の明治１２年－３１年（１８７９－１８９８）の瀬戸内海地方４県１８）の本
籍人口推移を示した（図３－３）。その際，図３－１との連続観察を考慮し，
対象を図３－１と同じ１０カ国とし，１９世紀の人口を関東地方の人口ととも
に，連続的に示した。「空白の四半世紀」があり，また，維新以降の人口は，
次第に精度を高めたとはいえ，初期にはかなりの過少記載があったので，江戸
時代と明治以降の国別人口を直結することは出来ない。ここでは趨勢をうかが
うのみである。
図３－３ 明治期瀬戸内海地方６県の人口
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２．明治１９年末の人口
府県別各歳ごとの年齢別人口は，明治１９年（１８８６）の『日本帝国民籍戸口
表』（１２月３１日調べ）から初めて知るところとなった。加えて，この調査に
は配偶の有無別まで記録されている。なお，次の同様な調査は，人口調査が内
務省戸籍局から独立し，内閣統計局に移った後の明治３６年『日本帝国人口静
態統計』を俟たねばならなかった。
明治１９年の調査は，本格的な工業化・都市化以前の状態を知るという意味
で，非常に重要な意味をもつものであり，そこから多くの観察結果を引き出す
ことが出来る。ここでは，瀬戸内海地方（岡山・広島・山口・愛媛－当時は現
在の香川県を含む）４県および全国統計を作成し，この地方の人口統計上の特
徴を明らかにしたい。１９）
表３－１は，４県および全国の総出生率（出生数／出産可能年齢の女性数
で，分母は１６－５０歳の女子をとった）で，普通出生率（出生数／総人口）よ
り出生率の指標として信頼性が高く，後年の事例ではほとんど合計出生率
図３－４ 人口規模の比較：瀬戸内と関東
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ２１
（TFR＝出産可能年齢の女性各歳の出生率を足し上げたもの）の変化と平行す
る。２０）
なぜこのような人口統計上非常に重要な調査が行われたのだろうか。理由は
はっきり書かれていないが，明治１９年の法令を見ると，５月６日付けの内務
省令第３号に，重要項目として，１）この年より毎年１２月３１日付けの調査数
字を，翌年３月限りに提出すべき事，２）現住戸数の欄には，本籍戸数であろ
うとなかろうと，戸主であろうとなかろうと，「現住シテ一世帯ヲ為ス竈数ヲ
記入」する事，生年の覧は，本籍人の生まれた年別に（明治１９年からり）そ
れぞれの年に生まれた生存者を記入する事，３）出生届け出漏れの者は，明治
１９年の調査では，１４年から１８年の５年間，以下１年ずつ繰り下がりそれぞれ
の数値を記入する事，４）このような調査は６年目ごとに行う，として８つの
項目に関する書式を克明に説明し，書式を示している。２１）その結果，いくつか
の県では，戸口調査をこの原則に基づいて行い，結果をそれぞれの「県統計書」
に記載するところも出てきた。２２）
ところが，６年後，すなわち明治２５年の『日本帝国民籍戸口表』には，府
県別・配偶の有無別・各歳別の人口統計は掲載されず，全国の集計値のみであ
る。明治１９年のような府県別の統計を掲載する方針はなぜ消えてしまったの
だろうか。明治３１年から始まる『日本帝国人口統計』にも，府県別の同種の
統計は，３０歳までは５歳刻み，それ以上は１０歳刻みでしか記載されて居ら
ず，各歳ごとの統計は，次の明治３６年の静態統計で漸く復活した。
総 人 口 １５－４９歳女子 出 生 数 総出生率 普通出生率
岡 山 県 １，０５１，５８０ ２５４，３２９ ２２，００９ ８６．５ ２０．９
広 島 県 １，２９０，４９２ ３１０，２０３ ３４，４１４ １１０．９ ２６．７
山 口 県 ９０４，６６７ ２２３，７２０ ２１，８３４ ９７．６ ２４．１
愛 媛 県 １，５４２，５５１ ３７５，１７３ ３８，２０４ １０１．８ ２４．８
全 国 ３８，９０１，４３３ ９，３１１，４２３ １，０５０，５９９ １１２．８ ２７．０
表３－１ 総出生率と普通出生率（‰）
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出生・死亡・死産の統計も明治１０年代末から一部（東シナ海沿海の諸県）を
除いて精度が上昇した。死亡については，明治１７年１０月４日付け内務省連署
（太政官布達）「墓地及埋葬取締規則」により，墓地や火葬場は許可された場所
にしか設置出来ない事，埋葬または火葬には区長もしくは戸長の認許が必要な
事，死亡の確認が必要な事，といった法的整備がなされ，死亡統計は，より正
確な数値に近付いた。出生については，記載漏れという項目で過去５年間，
って補う事が可能になった。
明治１９年末の史料から得られるもう１つの結果は，各県男女の平均結婚年
齢を推定出来るという事である。現在の人口学では，各歳別の結婚・未婚の統
計がある場合，そこから SMAM（singulate mean age at marriage）法により平均
結婚年齢を推計する方法が一般に用いられている。しかし，それには未婚率の
数値が必要で，明治統計では，結婚経験があっても，調査時点で何らかの理由
（死別・離別）により配偶者のいないものはすべて無配偶者というカテゴリー
に分類されている。当時は成年・壮年の死亡率が高かったに違いなく，離婚率
も高かった２３）から，明治統計に SMAM法を適用する事を避け，以下の方法に
よって推定したい。
各歳別の有配偶率（その年齢の人口を分母とし，有配偶者を分子とした数値）
を若い方から求めると，どこかでピークに達し，それ以降は減少に向かう。そ
のピークに達した時の有配偶率の５０パーセントを求め，今度はその数値を何
歳で越えたのかを少数点１位までとり，平均結婚年齢とするという方法であ
る。もちろんこれは推計値であるが，SMAMも推計値であり，推計値だから
と言って斥けるなら，平均結婚年齢は求められない。ここでは筆者の方法に
従って，瀬戸内各県および比較のため岩手県の平均結婚年齢を表３－２に示す
ことにしよう。
この表を見ると，瀬戸内海地方は概して晩婚であり，男子は全国平均よりや
や早く，女子は遅かった事が分かる。対照的なのは岩手県で，かなり早婚であ
り，結婚年齢に関し，いかに当時の日本が多彩であったかが示される。
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ２３
３．明治前期統計による出生と死亡
明治期の人口統計は，次第に整備され，信頼度も高くなった。この事は逆に，
初期の統計ついては，信頼性は低い事を意味している。実際，出生数や死亡数
が初めて統計に記録されるのは，明治１１年発行の『明治９年１月１日調 日
本全国戸籍表』２４）である。出生数８６９，１２６人，死亡数６５４，５６２人は，それぞれ
全国人口の３４，３３８，４０４人の２５．３パーミル，１９．０パーミルに相当し，これは
到底受け入れ難いほど低い。総人口も過少報告されているが，出生・死亡はさ
らに過少である。こういった過少報告は，徐々に改善されてゆくのであるが，
何時，どの程度に，という事ははっきりしていない。ここでは，死亡に関する
統計が，上述のように埋葬に関する法令（明治１７年）によりかなり改善され
た事，出生に関する統計が，明治２１年の『日本帝国民籍戸口表』以後「各地
方出生死亡届出漏及就籍除籍送入籍表」が追加され，過去５年間の「漏れ」を
記載するようになった事と，明治１８年以降の「漏れ」に出て来る数値が激減
している事から，明治１９年以降の統計数値は，かなり改善されているものと
考え，１９世紀最後の１０年間の瀬戸内４県２５）（定義）を図３－５と３－６，
県庁所在地である都市の出生・死亡２６）を図３－７と３－８に示した。なお，
比較のため，大阪府と大阪市の統計も加えた。
これらの図から，出生率は上昇傾向にあることが見て取れるが，それが，統
計の精度上昇の結果なのか，それとも実際に上昇したのかを決定することは出
男 子 女 子
岡 山 県 ２６．５ ２１．８
広 島 県 ２５．２ ２１．５
山 口 県 ２７．４ ２２．２
愛 媛 県 ２６．０ ２２．３
岩 手 県 ２１．５ １７．６
全 国 ２７．２ ２１．３
表３－２ 平均結婚年齢（数え歳）
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来ない。「府県」の率は「市」の率より高いが，岡山県・岡山市とも出生率が
最も低いのはなぜなのだろうか，今後に残された課題である。
死亡率の方を見ると，この時期になっても近代以前のパターン，つまり，流
行病に襲われると死亡率は上昇し，とくに大阪のような大都市では，明治１９
年の死亡率は５７パーミルと，普段の２倍近くになった。これは，この年コレ
ラの流行により多数の死亡者を出した結果であるが，平常年でも，大阪府や大
阪市は他と較べて死亡率は高く，出生率を上回っていた。それにも拘らず，大
阪の人口が増大したのは，農村部からの流入人口が多かったからで，この事
は，その数は少ないけれども，瀬戸内海地方の４主要都市についてもあてはま
る。都市の人口増大が，内部で可能になる ―― 出生率が恒常的死亡率を上回
るようになる ―― ためには，少なくとも上下水道が完備され，公衆衛生・病
院が整うという条件が必要であり，日本の場合，それは２０世紀に入ってから
のことであった。
４．維新を挟む瀬戸内地方人口の諸様相
前述のように，江戸時代の瀬戸内海地方には，宗門改帳のようなミクロ人口
史料は極めてかしか発見されていない。しかし，人口総数の推移ならば，２
つの地域で観察が可能である。１つは長州藩，もう１つは讃岐国塩飽島の人口
である。
長州藩の人口 長州藩には，「村」の上に，「宰判」と呼ばれる独自の地方組
織があった。西川俊作氏は，幕末期長州藩の『防長風土注進案』の経済学的分
析を遺著として残されたが，初期の業績に，諸史料を用いた戸口数の研究があ
る。２７）氏が利用した史料は「地下上申」，「戸籍」，「注進案」の３つである。「地
下上申」は，「享保から宝暦へかけて，約四半世紀の間にわたって，支藩領を
も含む領有諸村落の庄屋から差し出された村明細帳の総称である」。２８）氏は，こ
れらの史料から，戸口数の変動に関し４つの図表を提示している。
最初は「地下上申から注進案まで」と題された表で，支藩を除き，長州本藩
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ２７
の宰判を対象としている。２つの史料にともに出て来る村のみを抽出し（表４
－１に除去村数とあるのは，史料上両年の情報が得られず，計算から除去した
村の数である），その上でそれぞれの史料に記録される人口の比較を行ってい
る。本論文では表４－１としてそのまま掲載した。「地下上申」が書き上げら
れた年が早いところで１７２６年，遅いところで１７５１年と幅があり，「注進案」に
も数年の幅があるので，厳密に同一の期間をとったものではない。ただ，表に
宰 判
地下上申 注 進 案 増加率
（１０年率，％）
除去村数
人 口 書 出 年 人 口 書 出 年
大 島 １５，７００ １７３６－９ ５５，７５６ １８４１ １３．０
奥 山 代 １４，０５３ １７４９－５０ １５，９４９ １８４２ １．４ １
前 山 代 １２，０６７ １７４９－５０ １６，５５６ １８４２ ３．５
上 関 １７，４３９ １７３７－８ ３６，００９ １８４１ ７．２
熊 毛 １８，２３３ １７３７－８ ２９，９１３ １８４１ ４．９ ３
都 濃 １１，３３７ １７３８－４０ ２０，６４０ １８４１ ６．１ １
三 田 尻 ２３，８１８ １７４１－２ ３１，２７３ １８４１ ２．８ １
徳 地 １４，９８７ １７３７－８ １９，３８８ １８４３ ２．５ １
山 口 １６，５４０ １７２８ ２４，１８３ １８４１ ３．４
小 郡 １９，５０３ １７２６－８ ３７，６０９ １８４１ ５．９
舟 木 ２１，１３３ １７２９－３４ ３０，２５１ １８４２ ３．３
吉 田 １６，０４９ １７２６－８ ２３，５２４ １８４１ ３．４
美 彌 １５，１９１ １７２９ １５，４９２ １８４２ ０．２
先 大 津 ８，３９５ １７２８－４７＊ １２，２６０ １８４２ ３．４ ８
前 大 津 １２，８５６ １７３８－４７＊ １５，３５６ １８４２ １．６ １
当 島 １８，３９７ １７３８－４０ ２３，５７０ １８４５ ２．４
奥 阿 武 １８，１４５ １７４８－５１ ２２，２３６ １８４３ ２．２ ４
周 防 国 計 １６３，６７７ － ２８７，２７６ － ５．５ ７
長 門 国 計 １１０，１４８ － １４２，６８９ － ２．３ １３
防 長 合 計 ２７３，８２５ － ４２９，９６５ － ４．２ ２０
表４－１ 長州藩の人口
＊大部分は１７２８年の書き出し
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見るように，どの宰判をみても人口は増加している。
さらに，細かくみると，周防国と長門国では人口増加の程度に差があり，周
防の方が増加率は高い。宰判別では，表４－１の小郡以上が周防，舟木以下が
長門である。最も増大の激しかったのは大島宰判で，約百年間に３．５倍になっ
ている。大島宰判は，周防大島を管轄する地域で，漁業や海運業が発達してい
た。漁業では，対馬近海まで出漁していたといわれる。云って見れば，遠洋漁
業の母港だったのである。
西川氏が示す第２の人口指標は，１７９１年の「戸籍」人口を固定しておき，
それ以前を「地下上申」までり，以降を「注進案」まで下り，１８世紀後半
および１９世紀前半の人口増加率を宰判別にみたものである。本論文ではこれ
を表４－２として示そう。
（１０年率，％）
戸籍帳人口（人） 地→戸 戸→注
大 島 ３３，７６１ １５．２ １０．６
山 代 ３１，５７０ （４．７） ０．６
上 関 ２４，６７１ ６．６ ７．９
三 田 尻 ２５，８０２ （１．６） ４．３
徳 地 １９，５０３ （５．０） －０．１
山 口 ２４，４１０ ６．４ －０．２
小 郡 ３３，４４４ ８．８ ２．４
舟 木 ２７，８８６ ４．８ １．７
吉 田 ２２，３０２ ５．４ １．１
美 彌 １４，６６３ －０．６ １．０
当 島 ２１，３０８ ３．０ ２．２
奥 阿 武 ２８，３０２ 《１１．８》 －５．６
表４－２ 長州藩 １７９１年戸籍帳人口とその前後半世紀間平均
増加率
注：（ ）過大評価のおそれがある。
《 》とくに過大評価である。
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ２９
周防の奥山代と前山代が合算され，山代宰判となっていたり，長門の先大
津・前大津両宰判の情報を欠いているが，ここでも大勢は表４－１と変わりな
く，人口は，全体的に増大している事，周防における増大が長門を上回る事，
大島宰判における増大が突出している事，が見られる。ただ，西川氏の指摘す
るように，１７９１年を境に，全体的には増加の減速が見られるが，その中で三
田尻・上関両宰判だけは加速している状況が対照的である。
次に，西川氏は，戸籍データを用いて，４つの期間における宰判ごとの人口
変化率を一表にされている。ここでは表４－３として示した。ここでも観察結
果は，他の史料を用いた場合とほとんど変わらないが，１９世紀になると小
郡，舟木といった宰判でかなりの人口増大が見られ，山代・三田尻では人口減
少さえ見られる。総じて，江戸時代の最後の３０年間，人口増大の勢いはそれ
以前のほどではなくなった感が深い。
最後に，西川氏は，戸数の変動を示している。それとともに，それぞれの時
期における１戸あたりの平均世帯規模も計算されているので，これらを表４－
国 名 宰 判 １７９１年人口 １７９１－１８２６ １７９１－１８３５ １８２６－１８６４ １８３５－１８６４
周 防 大 島 ３３，７６１ １１．６ １２．８ ６．５ ３．２
周 防 山 代 ３１，５７０ ３．７ ３．５ －０．９ －１．９
周 防 上 関 ２４，６７１ ５．７ ９．１ ６．３ １．５
周 防 三 田 尻 ２５，８０２ ５．０ ５．６ １．０ －１．１
周 防 徳 地 １９，５０３ ０．２ １．５ －０．５ －２．６
周 防 山 口 ２４，４１０ －１．２ －０．０１ － －
周 防 小 郡 ３３，４４４ １．２ ２．８ ４．３ ２．８
長 門 舟 木 ２７，８８６ ０．３ １．９ ３．５ １．９
長 門 吉 田 ２２，３０２ －０．４ ０．６ ２．１ １．４
長 門 美 彌 １４，６６３ ０．６ １．２ １．０ ０．２
長 門 当 島 ２１，３０８ ２．１ ２．６ １．０ －１．４
長 門 奥 阿 武 ２８，３０２ １．６ １．８ －１．３ －２．３
表４－３ 長州藩 戸籍データによる宰判別人口増加率 （１０年率，％）
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４として示したが，ほとんどの宰判で，戸数に関しても１７９１年以前の増加率
の方が，それ以降の増加率より高かった。
以上の観察は，史料に書かれた数値の検証をしないまま受け入れている事に
留意しなければならないとしても，周防・長門両国においては，１８世紀以来，
１９世紀前半まで，人口はかなりの率で増大し続けていた事は確かだろう。長
州藩も，宝暦年間（１７５１－６４）の「宝暦改革」によって，産業奨励を目的とす
地下上申 １７９１ １８３５ 注進案 １８６４
大 島 ４，４７７ ７，８４５ １０，９２８ １１，１２０ １２，４０５
３．５１ ４．３０ ５．２６ ５．０１ ５．０７
山 代 ７，７８９ ８，４３２ ９，２６０ ８，５０９ ８，７７０
３．３５ ３．７２ ３．９６ ３．８２ ３．９６
上 関 ５，０５１ ６，５７５ ７，９２７ ８，０３８ ８，３７６
３．４５ ３．７５ ４．５６ ４．４８ ４．５１
三 田 尻 ５，４２０ ７，０７５ ８，０３２ ７，７６０ ７，６９４
４．３９ ３．６５ ４．０８ ４．０３ ４．１３
徳 地 ５，０４０．５＊ ５，１９８ ５，１２１ ５，１３０ ４，８８０
３．０４ ３．７５ ４．０７ ３．９０ ３．９６
山 口 ４，４７５ ６，９０２ ６，２５５ ６，０１０ －
３．７０ ３．５４ ３．９０ ３．９０ －
小 郡 ４，６３７．５＊ ８，４０２ ８，５７５ ８，６６３ ９，１１１
４．３０ ３．９８ ４．４０ ４．３４ ４．４９
舟 木 ５，３３６ ７，０９３ ７，０３８ ６，９６０ ７，６８４
３．９４ ３．９３ ４．３１ ４．３５ ４．１７
吉 田 ４，１６９ ５，９２７ ５，４１４ ５，４７９ ５，３３４
３．８５ ３．７６ ４．２３ ４．２９ ４．４６
美 彌 ４，１２９ ４，１５５ ３，６７３ ３，５８３ ３，４８５
３．６４ ３．５３ ４．２０ ４．３２ ４．４５
当 島 ４，６７１ ５，３０７ ５，５２６ ５，３５７ ５，１３０
３．９４ ４．０２ ４．２０ ４．４０ ４．４６
奥 阿 武 ５，０５１ ８，１４１ ７，７４５ ７，３４３ ７，２８７
３．５９ ３．４８ ３．９５ ４．２４ ３．９２
表４－４ 長州藩 戸籍増減（上段）と平均世帯規模（下段）の拡大
注：表頭数字は当該年の戸籍帳を示す。
＊原本に「半軒」の記載がある。
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ３１
る「撫育方」を，今日の言葉でいえば特別会計に相当する機関として設置し，
商品流通を含む経済的発達を促すと同時にそこから利益を取り込もうという政
策をとった。この改革は，完全に成功したわけではないが，藩領における経済
活動を刺激し，民間の手による製塩業，綿織物業などが広く展開したのと同時
に藩庫を潤し，幕末期の戦費等を準備することになる。
また，長州藩では，民間の経済活動や状態を調査すべく，『防長風土注進案』
が編纂され（１８４１－４３）た。これは，江戸時代を通じて最高の経済調査で，農
作費用や現在でいえば減価償却に当たる経費，副業・兼業の収入も記録されて
いる。これらの記録から，西川氏は，投入－産出分析，産業連関表の作成を試
みられたが，残念ながら未完成に終わってしまった。２９）
塩飽島（いくつかの島からなるので，塩飽諸島とすべきだろう）の人口 史
料は，西山松之助「大阪・兵庫・西宮・塩飽島人口統計表」３０）による。
塩飽諸島は，幕府直轄地であったが，人名と呼ばれた住民の代表による自治
組織を有する地で，水軍というか，幕府の命によって海上交通の役務を負担し
た。例えば，幕末の咸臨丸太平洋横断に際しては，３０名以上の乗組員を出し
ている。そういった必要から，人別改が毎年行われていた。
図４－１に，上述の史料に記録されている塩飽諸島の人口（１７９７－１８５６）を
図示した。島の人口はこの時期９，０００人から１万人以上となって居り，１８３０
年代末の一時的減少があったとはいえ，１８世紀末以降，１９世紀の半ば過ぎま
で，長期的には増加傾向にあった。３１）
幕府による国別人口調査，長州藩の人口，塩飽島の人口いずれをとっても，
１９世紀の瀬戸内海地方は，１８３０年代末，一時的な減少をみたが，長期的には
人口増大が続いていた。
明治初期の都市人口 明治初年に編纂された重要な人口統計の１つに，明治
１７年（１８８４）内務省地理局編『都府名邑戸口表』がある。この史料で対象と
した都府の基準は，主に人口であろうが，最少の苫小牧は現在人口１９５人であ
り，必ずしも人口の多寡だけが基準であったわけではない。ここで思い出すの
３２ 松山大学論集 第２４巻 第４－２号
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人口 (人)
は，参謀本部編纂の『共武政表』・『徴発物件一覧表』に記載されている都市が，
「人口１千人以上にして輻輳地」という定義によっていることである。これは
明らかにダブル・スタンダードであり，ある県では人口数によって都市を定
め，ある県では「輻輳地」であるかないか（この判断は困難であろうが）を基
準としている。この『都府名邑』においても，人口はかなり大きな決定要因だっ
た事は確かだが，人口２千以下になると，「輻輳地」という要素が入っている
可能性が高い。現在人口千人以下の「都府名邑」が５４あるが，その内北海道
に位置するものが７つを数える。北海道はまさに開拓が始まったところで，人
口は少なくても都市的な「輻輳地」が相対的に多かった事を物語っている。
『都府名邑戸口表』により，瀬戸内海地方（定義）に位置する人口５，０００
以上（本籍・現在のいずれか）の都市を数えると，４７となる。これらを，人
口規模別に地図上にドットしたのが図４－２であり，多数の中小都市が，沿岸
を中心として存在していたことが分かる。また，旧城下町（陣屋所在地を含む）
とそれ以外の都市を区別したが，今日の県庁所在地は広島をトップに例外なく
図４－１ 讃岐塩飽島の人口
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ３３
城下町であり，大部分は当時から人口規模が大きかった。
図４－３は，４７の都市を現住人口規模順に並べたものである。都市人口の
規模別分布には意味があって，ほぼ２次曲線に近い分布を示す場合は正常型と
呼ばれ，１つまたはごく少数の都市が突出する場合は，植民地型で，突出した
都市に政治，経済の機能が集中する。多寡が少なく，平面的な場合は，その地
が経済的に十分発達していない社会である，と言われる。３２）瀬戸内海地方の場
合，隣接する京都・大坂を加えると，その形状は「正常型」であり，この地域
の成熟した経済的発達を物語っている。
さらに，この４７の都市を，そのよって立つ理由で，城下町（陣屋所在地を
含む）等，その性格を記したのが表４－５である。人口を１万で区切ると，１６
の都市の中で１３（８１パーセント）が，旧城下町であった。人口１万－６，０００
になると，１６都市のうち，城下町は８と，ちょうど５０パーセントになり，人
図４－２ 瀬戸内海地方の都市（明治１７年）
３４ 松山大学論集 第２４巻 第４－２号
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口がそれ以下の場合には，１５のうち，城下町は２つに過ぎない。やはり，徳
川日本の制度的産物である城下町は，都市形成の決定的に重要なモーメントで
あった。
この史料が語るもう１つの人口統計上の事実は，それぞれの都市において，
人口は増大しているのか，減少しているのかである。これは，記載されている
「入寄留」・「出寄留」人口の差から求められる。言うまでもなく，「入寄留」は
人口流入を，「出寄留」は流出を意味するから，入寄留の方が多い都市は，人
口が増大している都市，出寄留の方が多い都市は，人口が減少している都市，
と見ることが出来る。表４－５にその一覧を示した。
現住人口と本籍人口の差を，その都市の人口変動の方向を，１９世紀の最後
の史料３３）について見ると表４－６の如くである。
明治２１年の市町村制の改革もあり，世紀が変わる直前，日本の人口統計は
大きく変わった。統計局は独立して「内閣統計局」となり，初代の統計局長に
図４－３ 都市の人口規模別順位（現住）
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ３５
順位 都市名 府県名 本籍人口 入 寄 留 出 寄 留 入 － 出 現住人口 種 別
１ 広 島 広島 ７５，７９１ ２，８３８ １，２８５ １，５５３ ７７，３４４ 城 下 町
２ 高 松 愛媛 ３３，５８６ １，０９２ １，５６０ －４６８ ３３，１１８ 城 下 町
３ 岡 山 岡山 ３０，００７ ４，３３１ ２，５４９ １，７８２ ３１，７８９ 城 下 町
４ 松 山 愛媛 ２８，４４８ ２，８１７ １，６５１ １，１６６ ２９，６１４ 城 下 町
５ 赤 間 關 山口 ２２，６３７ １，３７１ ６９８ ６７３ ２３，３１０ 港 町
６ 姫 路 兵庫 ２３，０６０ ３６１ ３７３ －１２ ２３，０４８ 城 下 町
７ 尾 道 広島 １６，３８０ ６５２ ４３０ ２２２ １６，６０２ 港 町
８ 福 山 広島 １６，８７４ ２１０ ７４２ －５３２ １６，３４２ 城 下 町
９ 宇 和 島 愛媛 １４，９０３ １，２６８ ２，２２９ －９６１ １３，９４２ 城 下 町
１０ 丸 亀 愛媛 １３，０１６ ８２５ ５８１ ２４４ １３，２６０ 城 下 町
１１ 大 分 大分 １０，６１２ ２，７９７ ２８３ ２，５１４ １３，１２６ 城 下 町
１２ 臼 杵 大分 １２，３０１ ４３３ ８５１ －４１８ １１，８８３ 城 下 町
１３ 山 口 山口 １１，２０９ ４３４ ３１８ １１６ １１，３２５ 城 下 町
１４ 観 音 寺 愛媛 １１，１６７ ２１８ ２６３ －４５ １１，１２２ 門 前 町
１５ 中 津 大分 １１，０５７ ５１１ ５３３ －２２ １１，０３５ 城 下 町
１６ 岩 国 山口 １１，２６３ ２７９ ７６３ －４８４ １０，７７９ 城 下 町
１７ 日 田 大分 ８，５９５ ２０６ １９３ １３ ８，６０８ 城 下 町
１８ 三 原 広島 ８，４９４ １０９ １４２ －３３ ８，４６１ 城 下 町
１９ 坂 出 愛媛 ８，２１７ ３８６ ２０７ １７９ ８，３９６ 産 業 都 市
２０ 仁 尾 愛媛 ７，７９８ ６１ ９２ －３１ ７，７６７ 産 業 都 市
２１ 竹 田 大分 ８，０２７ ３１３ ７５２ －４３９ ７，５８８ 城 下 町
２２ 今 治 愛媛 ７，０７１ ６３０ ４３７ １９３ ７，２６４ 城 下 町
２３ 笠 岡 岡山 ７，２２５ １７６ １６７ ９ ７，２３４ 城 下 町
２４ 倉 敷 岡山 ６，９９４ ２５０ ２４７ ３ ６，９９７ 城 下 町
２５ 別 府 大分 ６，７０７ ６０８ ３２９ ２７９ ６，９８６ 観 光 都 市
２６ 川 之 江 愛媛 ６，７５２ １４３ ２３３ －９０ ６，６６２ 城 下 町
２７ 下 市 広島 ６，５５１ ３２ １８ １４ ６，５６５ 地 方 中 心
２８ 高 砂 兵庫 ６，４７９ ２３ ２８ －５ ６，４７４ 港 町
２９ 佐 伯 大分 ６，２１１ ２５０ ４１ ２０９ ６，４２０ 城 下 町
３０ 琴 平 愛媛 ６，２４４ ３８０ ３６９ １１ ６，２５５ 門 前 町
３１ 三 津 愛媛 ６，０３３ ４５９ ２５６ ２０３ ６，２３６ 港 町
３２ 八 幡 浜 愛媛 ５，８３６ ３４５ ７７ ２６８ ６，１０４ 港 町
３３ 志 度 愛媛 ６，００６ ４４ １２１ －７７ ５，９２９ 地 方 中 心
３４ 津 田 愛媛 ５，８１０ ４１ ３７ ４ ５，８１４ 地 方 中 心
３５ 高 梁 岡山 ５，８０８ １５３ ３２６ －１７３ ５，６３５ 城 下 町
３６ 忠 海 広島 ５，６５１ １３ ６４ －５１ ５，６００ 港 町
３７ 徳 山 山口 ５，５００ ３６ ７１ －３５ ５，４６５ 地 方 中 心
３８ 大 竹 広島 ５，４６１ １７ ３０ －１３ ５，４４８ 地 方 中 心
３９ 杵 築 大分 ５，７５８ １５４ ５１４ －３６０ ５，３９８ 城 下 町
４０ 佐 賀 關 大分 ５，３６２ ９２ ５６ ３６ ５，３９８ 港 町
４１ 長 洲 大分 ５，２６６ ６５ ５０ １５ ５，２８１ 地 方 中 心
４２ 網 干 兵庫 ５，２７６ ３４ １０７ －７３ ５，２０３ 産 業 都 市
４３ 引 田 愛媛 ５，２８３ ２４ １１５ －９１ ５，１９２ 産 業 都 市
４４ 柳 井 山口 ５，１４３ ５０ １８ ３２ ５，１７５ 地 方 中 心
４５ 多 度 津 愛媛 ４，８７０ ４４５ １６９ ２７６ ５，１４６ 港 町
４６ 鞆 広島 ５，１３６ ４４ ４１ ３ ５，１３９ 観 光 都 市
４７ 鶴 崎 大分 ５，４３５ ８８ ４２８ －３４０ ５，０９５ 地 方 中 心
計 ５３７，３１０ ２６，１０８ ２０，８４４ ５，２６４ ５４２，５７４
表４－５ 明治１７年 瀬戸内海地方都市人口
３６ 松山大学論集 第２４巻 第４－２号
明 治 １７ 年 明 治 ３１ 年
順位 都市名 府県名 種別 本籍人口 現住人口 差 本籍人口 現住人口 差
１ 広 島 広島 城 下 町 ７５，７９１ ７７，３４４ １，５５３ ９０，４５１ １２２，３０６ ３１，８５５
２ 高 松 愛媛 城 下 町 ３３，５８６ ３３，１１８ －４６８ ３４，８５８ ３４，４１６ －４４２
３ 岡 山 岡山 城 下 町 ３０，００７ ３１，７８９ １，７８２ ３５，１６１ ５８，０２５ ２２，８６４
４ 松 山 愛媛 城 下 町 ２８，４４８ ２９，６１４ １，１６６ ３２，３４３ ３６，５４５ ４，２０２
５ 赤 間 關 山口 港 町 ２２，６３７ ２３，３１０ ６７３ ３０，０２７ ４２，７８６ １２，７５９
６ 姫 路 兵庫 城 下 町 ２３，０６０ ２３，０４８ －１２ ２５，８３９ ３５，２８２ ９，４４３
７ 尾 道 広島 港 町 １６，３８０ １６，６０２ ２２２ １９，０９７ ２２，３１２ ３，２１５
８ 福 山 広島 城 下 町 １６，８７４ １６，３４２ －５３２ １６，７１１ １７，３２１ ６１０
９ 宇 和 島 愛媛 城 下 町 １４，９０３ １３，９４２ －９６１ １３，２３３ １３，３６６ １３３
１０ 丸 亀 愛媛 城 下 町 １３，０１６ １３，２６０ ２４４ １９，４０８ ２４，９７７ ５，５６９
１１ 大 分 大分 城 下 町 １０，６１２ １３，１２６ ２，５１４ ９，２２５ １３，０４５ ３，８２０
１２ 臼 杵 大分 城 下 町 １２，３０１ １１，８８３ －４１８ １０，９５９ ９，６３３ －１，３２６
１３ 山 口 山口 城 下 町 １１，２０９ １１，３２５ １１６ １２，６１８ １７，３８７ ４，７６９
１４ 観 音 寺 愛媛 地 方 中 心 １１，１６７ １１，１２２ －４５ １３，３９７ １２，７２８ －６６９
１５ 中 津 大分 城 下 町 １１，０５７ １１，０３５ －２２ １３，６４８ １５，２４９ １，６０１
１６ 岩 国 山口 城 下 町 １１，２６３ １０，７７９ －４８４ ７，９４９ ７，０５９ －８９０
１７ 日 田 大分 城 下 町 ８，５９５ ８，６０８ １３ ４，５６４ ４，５９１ ２７
１８ 三 原 広島 城 下 町 ８，４９４ ８，４６１ －３３ ９，７８１ ９，６７０ －１１１
１９ 坂 出 愛媛 産 業 都 市 ８，２１７ ８，３９６ １７９ １１，５９３ １２，２８６ ６９３
２０ 仁 尾 愛媛 産 業 都 市 ７，７９８ ７，７６７ －３１ ８，１３７ ７，９４３ －１９４
２１ 竹 田 大分 城 下 町 ８，０２７ ７，５８８ －４３９ ５，６１７ ６，０４７ ４３０
２２ 今 治 愛媛 城 下 町 ７，０７１ ７，２６４ １９３ １４，５９２ １４，９１３ ３２１
２３ 笠 岡 岡山 城 下 町 ７，２２５ ７，２３４ ９ ９，００３ ９，３００ ２９７
２４ 倉 敷 岡山 城 下 町 ６，９９４ ６，９９７ ３ ７，３８８ ７，８２７ ４３９
２５ 別 府 大分 観 光 都 市 ６，７０７ ６，９８６ ２７９ ５，１９５ ５，９００ ７０５
２６ 川 之 江 愛媛 城 下 町 ６，７５２ ６，６６２ －９０ ６，９９２ ６，７７９ －２１３
２７ 下 市 広島 地 方 中 心 ６，５５１ ６，５６５ １４
２８ 高 砂 兵庫 港 町 ６，４７９ ６，４７４ －５ ６，６３８ ６，５９７ －４１
２９ 佐 伯 大分 城 下 町 ６，２１１ ６，４２０ ２０９ ７，８５９ ７，７８６ －７３
３０ 琴 平 愛媛 門 前 町 ６，２４４ ６，２５５ １１ ６，６１７ ６，８３４ ２１７
３１ 三 津 愛媛 港 町 ６，０３３ ６，２３６ ２０３ ７，７４８ ８，１５９ ４１１
３２ 八 幡 浜 愛媛 港 町 ５，８３６ ６，１０４ ２６８ ４，７１８ ５，４２９ ７１１
３３ 志 度 愛媛 地 方 中 心 ６，００６ ５，９２９ －７７ ７，４３０ ７，２０６ －２２４
３４ 津 田 愛媛 地 方 中 心 ５，８１０ ５，８１４ ４ ６，４９２ ６，２８３ －２０９
３５ 高 梁 岡山 城 下 町 ５，８０８ ５，６３５ －１７３ ６，２８６ ６，７２４ ４３８
３６ 忠 海 広島 港 町 ５，６５１ ５，６００ －５１ ６，９３５ ６，８９５ －４０
３７ 徳 山 山口 地 方 中 心 ５，５００ ５，４６５ －３５ １２，９１０ １２，３１６ －５９４
３８ 大 竹 広島 地 方 中 心 ５，４６１ ５，４４８ －１３ ６，４１９ ６，１６１ －２５８
３９ 杵 築 大分 城 下 町 ５，７５８ ５，３９８ －３６０ ７，０５８ ７，６６４ ６０６
４０ 佐 賀 關 大分 港 町 ５，３６２ ５，３９８ ３６ ７，８５９ ７，７８６ －７３
４１ 長 洲 大分 地 方 中 心 ５，２６６ ５，２８１ １５ ７，５２２ ７，３９９ －１２３
４２ 網 干 兵庫 産 業 都 市 ５，２７６ ５，２０３ －７３ ８，０９６ ７，６１２ －４８４
４３ 引 田 愛媛 産 業 都 市 ５，２８３ ５，１９２ －９１ ５，４３０ ４，９８０ －４５０
４４ 柳 井 山口 地 方 中 心 ５，１４３ ５，１７５ ３２ ５，８８９ ５，５５３ －３３６
４５ 多 度 津 愛媛 港 町 ４，８７０ ５，１４６ ２７６ ７，２８１ ７，９７９ ６９８
４６ 鞆 広島 観 光 都 市 ５，１３６ ５，１３９ ３ ９，９４７ ９，７１４ －２３３
４７ 鶴 崎 大分 地 方 中 心 ５，４３５ ５，０９５ －３４０ ５，４１６ ４，１７９ －１，２３７
計 ５３７，３１０ ５４２，５７４ ５，２６４ ６１２，３３６ ７１０，９４９ ９８，６１３
表４－６ 瀬戸内地方都市人口
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ３７
は花房直三郎３４）が就任した。明治３１年には『日本帝国人口静態統計』が編纂
刊行され，以後５年ごとに，国勢調査まで計５回刊行されている。翌明治３２
年以降は『日本帝国人口動態統計』の刊行が始まり，現在に続いている。ここ
では，明治３１年の静態統計から，都府名邑戸口表に記録されている瀬戸内海
地方の都市のその後を追う事にする。３５）
まず，明治３１年の統計では，新たに人口１万以上の都市がいくつか増え，
瀬戸内各県の県庁所在地はすべて人口１万以上となった。また，広島県では呉
軍港の開設に伴い，周辺の町村が人口１万以上になっている。そのほか，徳
山，坂出，今治などが現住人口１万以上の仲間入りをしている。これに対して，
小規模の都市は，城下町とは限らず，本籍と現住の差がマイナスで，人口を減
らしている。
一ことで言えば，２０世紀に入る頃，日本の都市は城下町中心のパターンか
ら抜け出し，新しい地方制度，産業，軍事等にその基盤を見出すようになった。
この４７の都市全体を見ても，現住人口と本籍人口の差は，約１０万人，現住人
口の１３．９パーセントに達し，明治１７年の１パーセントの１４倍である。と同
時に，見落とすべきでないのは，小規模都市の人口減少で，より規模の大きい
都市の成長に呑みこまれてしまった感がある。
５．結びに代えて
瀬戸内海地方は，地形の多様性，海と山の存在，中心市場大坂への近接して
いる事から各種の特産物が生産されていた。各藩も稲作以外の生産を積極的に
推進した。第１次産業では，稲作の他，木棉，藺草，菜種，砂糖，塩，みかん
等の名産地であった。漁業では，強い潮流にもまれながら育った魚介類は，殊
のほか美味で，域内の都市や京・大坂にもたらされ，珍重された。主に畳表の
原料となる藺草は，備後の特産であるが（毛吹草），岡山県から広島県にかけ
て広く産した。畳を有する家屋が増え，また芯は燭の芯となり，その生産が
増えるにつれ，需要は急速に伸びた。
３８ 松山大学論集 第２４巻 第４－２号
第２次産業は，労働集約型の手工業，もしくはプロト工業化（原基的工業化）
として繊維産業（綿織物業）を中心に発展し，明治政府による官営工場の１つ，
広島紡績所（明治１５年竣工）へ引き継がれてゆく。明治期になってからであ
るが，岡山県に倉敷紡績が設立され，その後大いに発展した。
製塩・製糖は第２次醸造業として取り扱うべきであろうが，原料生産から加
工，そして最終消費財となるまでを一貫して行う付加価値の大きい産業であっ
た。製塩業は，潮位の差を利用する揚げ浜式製塩が，瀬戸内海の両側で盛行
し，幕末期になると，塩を煮詰める工程では石炭まで用いられている。和三盆
に代表される白砂糖（若干乳白色であったが）は，幕末近くになり，急速に広
まった高級菓子の製造を可能にした，と言っていいのではなかろうか。
大坂に近かった事もあり，瀬戸内海地方は商業化が進み，この事は，明治以
降主として各県の県庁所在地に官立・私立の高等商業学校ができた事，商業学
校も数多く設立を見た事から明らかである。
このように述べて来ると，この地方は順調な発展を続けたように見られる
が，勿論問題もあった。明治前半期は，政治・経済の中心が東京に移り，相対
的に大阪の地位が低下した結果，全体的に１９世紀のような活力を失い，重化
学工業化から取り残されることになる。大正期に漸く繊維産業，金属産業，造
船業などの成立により，工業化は進んだが，戦時には軍事拠点となったことか
ら，広島，呉，徳山は壊滅的被害を受け，美しい瀬戸内海地方にとって，あま
りにおぞましい悲劇を経験した。しかし，瀬戸内海地方に住む人々の持つ心の
「豊かさ」まで破壊されたわけではないだろう。多くの旅人を惹きつけ，いま
では道路で往来できるようになったこの地が，今後脱工業化時代のモデルと
なって行く事を祈りたい。
末筆になったが，戦後，岩橋勝教授は敢然と物価史という労多い分野に挑戦
し，１９８１年名著『近世日本物価史の研究』を出版され，多くの研究者がこれ
を利用している。この研究は，日本の社会経済史に大きく寄与されたのであ
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ３９
り，現在入手難となっているこの書が，なんらかの形で再刊され，より多くの
方々に利用されるようになる事を望むのは，決して筆者１人ではないだろう。
注
１）上垣守国『養蚕秘録』享和２年刊は，但馬国養父郡の一養蚕家が，関東・信越を廻り，
全国における養蚕の在り方を知った上で書かれた養蚕技術書である。経緯は分からない
が，日本の幕末期，桑の病害に苦しんだヨーロッパ（フランス・イタリー）で翻訳され，
日本語から訳された技術書の嚆矢となった。フランス語訳は，YO-SAN-FI-ROK L’ART
D’ELEVER LES VERS A SOIE au Japon. Par OUEKAKI-MORIKOUNI. Paris et Turin
１８４８.である。
２）日本地図選集刊行委員会編『江戸時代日本全図歴覧』人文社，１９６８年，解説より。
３）同書による。
４）『日本地図選集 江戸時代日本国絵図選要』人文社，１９７９，所載図より。
５）児玉幸多解説『国郡全図』近藤出版社，１９７６，所収の解説より。
６）南波松太郎他編，『日本の古地図』創元社，１９６９。
７）「瀬戸内海航路図」風，江戸時代初期，および『海瀬舟行図』延宝８年，同上書，目次。
８）国立天文台編『平成２４年理科年表』丸善出版，２０１１。
９）１９８１年から２０１０年まで，３０年間の平均（以下図２－２，２－３，２－４も同じ）。
１０）スーザン・ハンレー（Susan Hanley）は，岡山藩領の３村落の宗門改帳から，いくつか
の人口指標を作成している。（邦訳）S・Bハンレー.／K.ヤマムラ『前工業化期日本の経済
と社会』（速水融・穐本洋哉訳）ミネルヴァ書房，１９９２，１４２－２０２頁。ただ，利用している
宗門改帳は，長期に亘って連続しているものではない。また，長州藩独特の戸籍を用いた
研究として，浜野潔「幕末における結婚と出生率決定メカニズム」社会経済史学６０巻５
号，１９９５年１月，１－１８頁は，長門国阿武郡当島宰判（宰判は長州藩独特の行政単位）の
戸籍を用いた研究である。１８２６年から１８７１年をカバーしているとはいえ，台紙の上に変
動を記した紙片を貼り付けてあるのをしながら作業を進めなければならず，利用に当
たっては，慎重さと長い時間を必要とする作業が必要である。但し，阿武郡は，本州西端
の長門国に属するとは言え，日本海側に面しているので，厳密にいえば瀬戸内海地域には
入らず，その外側である。
１１）この点に関しては，松浦昭氏の摂津花熊村の人口移動の研究が示唆を与えてくれる。氏
によれば，この村は，西部から奉公人を入れ，東部へ出していた。京都・大坂は，花熊村
から見て東の方角にあり，西には人口が停滞する播磨・備前の両国が近かった。このよう
な移動は，ラヴェンシュタインのいう「順送り人口移動」である。松浦昭「近世後期労働
移動の１形態－摂津国花熊村の人口移動を中心として－」『社会経済史学』３８巻６号，
１９７３，所収。
４０ 松山大学論集 第２４巻 第４－２号
１２）「空白の四半世紀」の人口を埋めようとする試みもある。斎藤修氏は，江戸時代の幕府
人口調査が，武士以外の人口を対象とした事，明治初期の人口統計に，身分別（皇族・家
族・士族・平民）の記載があり，このうち平民人口は，江戸時代の人口調査の対象と同じ
ではないか－ただし，明らかに藩によってある年齢以下の人口を対象としていない場合
や，極端な性比格差がある国を除外する必要があるが－と考える。氏が利用した『藩政一
覧』における「卆」の取り扱い等，考慮すべき課題は多いが，弘化３年（１８４６）と明治１３
年－１５年（１８８０－８２）の人口を比較し，さらに性比変化を加える事により，「空白の四半
世紀」における人口の増大には２段階あったのではないかとする。すなわち，「幕末開港，
あるいは明治維新以前，１９世紀初頭にまず北陸から出羽にかけての地域で始まり，次いで
１８６０年代あるいはその前後に東東北の南部から西関東・東山を中心とした地域で，前者を
しのぐテンポでの人口増加が開始されたのである。」斎藤修「人口変動における西と東－
幕末から明治へ－」尾高煌之助・山本有祐編『幕末・明治の日本経済』（数量経済史論集
４）日本経済新聞社，１９８８，２９－４７頁。いずれにしても，江戸時代の人口趨勢に見る「西
高東低」パターンは，幕末頃から「東高西低」パターンに移った事になる。しかし，瀬戸
内海地方は，顕著とはいえないまでも，人口増大は続いており，斎藤氏もそれを認めてい
る。
１３）たとえば，和歌山藩に属する紀伊国牟婁郡軍尾鷲組早田浦では，明治３年１月に「午惣
人数相調書上帳」が作成されているが，これは，その前年の「已年惣人数宗門直改帳」の
書式を踏襲している。同３年６月になると，全く新しい書式による「戸口籍御達帳」が作成
され，明治５年には，壬申戸籍の形式を備えた「早田浦戸籍」となる。この時期は人口調
査の上でも，史料の上でも大きな変革のとしであった。これらにより，旧藩ごとの人口は
分かる場合もあるだろうが，全国的には，壬申戸籍の結果が中央政府に進達され，集計さ
れるまでは分からないのである。速水融『歴史人口学研究』藤原書店，２００９，第１９章参
照。
１４）明治２年５月調査『駿河沼図政表』，同年６月『駿河原政表』は新しい人口調査の先がけ
として注目すべきである。また，杉は統計局長となってから，明治１２年末時点で『甲斐
国現在人別調』を行い，一県（山梨県）限りであるが，本格的な国勢調査を行っている。
１５）杉の調査と，戸籍に基づく山梨県の郡別人口数の比較は，速水『歴史人口学研究』，１０６
－７ページ参照。
１６）『国勢調査以前 日本人口統計集成１』所収，復刻版 東洋書林，１９９２。
１７）『明治５年以降我国の人口』内閣統計局（調査資料第３輯）昭和５年。
１８）香川県は，１８８８年に愛媛県から分離した。また，明治１９年の『日本全国民籍戸口表』は
１月１日調べ，と１２月３１日調べの２冊あるが，これは，この年以降の人口統計が１２月
３１日調べとなったからである。
１９）但し，この統計には，重大な欠陥がある。それは，東シナ海沿海諸県の統計に見られる
特徴で，出生・死亡がどうみても過少に記録されていることである。この事については，
１９世紀瀬戸内海地方の人口 ４１
何度か指摘したが，その影響が愛媛県の統計にも若干見られることである。特に，乳児死
亡率や死産率は，本格的な『人口動態統計』が編纂され始めた明治３２年になっても依然
として低いままであった。
２０）小嶋美代子『明治・大正期の神奈川県 人口構造を中心に』麗澤大学出版会，２００４年，
８４頁所収の図３－９全国総出生率と合計特殊出生率の推移，を参照。
２１）「人口統計材料ニ関スル法規類」『国勢調査以前 日本人口統計集成』（復刻版）別巻１，
東洋書林，１９９３年。
２２）たとえば明治１９年以降の『神奈川県統計書』戸口の部は，この書式に従っている。
２３）湯沢雍彦『明治の結婚 明治の離婚』角川選書，２００５。
２４）『国勢調査以前 日本人口統計集成１』所収。
２５）香川県は，明治２１年（１８８８），愛媛県から分離した。従って，１８８６・８７年の愛媛県の統
計には香川県を含んでいる。
２６）明治２２年（１８８９）の原統計には，高松の数値が掲載されていないので，前後の年の出
生・死亡数を直線補完してある。
２７）「１８－１９世紀における長州藩の宰判別人口増加」，『三田商学研究』２４巻１号，１９８１年４
月，１－１６頁。
２８）西川，同上論文，３頁。
２９）西川俊作『長州の経済構造 １８４０代の見取り図』（斎藤 修編）東洋経済新報社，２０１２，
は『注進案』の経済学的分析である。
３０）西山松之助「大阪・兵庫・西宮・塩飽島人口統計表」，『歴史学研究』１５７号，１９５２年，
２６－２８頁。氏によれば，この史料は，大坂町奉行を勤めた者の家から幸田成友氏の手に渡っ
たとの事である。
３１）因みに，塩飽諸島の人口は，現在３千人を下回っている。
３２）たとえば，Ad van der Woude et al,（eds）Urbanization in History. A Process of Dynamic
Interactions. Clarendon Press. Oxford. １９９５. 所収の Carol Smithの章。速水『歴史人口
学研究』第１０章，３１９－２０ページ，「C・A・スミスの都市分布論」参照。
３３）内閣統計局編『明治３１年日本帝国人口統計』（覆刻版「国勢調査以前 日本人口統計集
成」５に収録）
３４）岡山県出身の官僚。統計局長を１８年間勤めている。
３５）但し，広島県下市は，合併のためか，見出すことが出来なかったので，４６都市について
の観察である。
＊本稿を草するに当たって，諸図表の入力・作成に小嶋美代子さんの助力を得た。
記して感謝したい。
４２ 松山大学論集 第２４巻 第４－２号
